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このランキングは、「社会・人口統計体系」に関する報告書のうち、「社会・生活統計指標 －都道府県の指

標－」及び「統計でみる都道府県のすがた」の 2010 年版から作成しています。 

「社会・人口統計体系」は、1976 年度から総務省統計局において整備されている体系であり、国民生活全

般の実態を示す種々の地域別統計データを 13 の分野に分けて収集・加工し、体系的に整備することにより、

各種行政施策や地域分析の基礎資料として利用されています。 

詳しくは、総務省統計局のホームページ「（社会・人口統計体系）」（http://www.stat.go.jp/data/ssds/index.htm）等

をご参照ください。 

 

● 項目ピックアップ 
 

社会・人口統計体系における分類（※）ごとに、報告書「統計でみる都道府県のすがた 2010」から項目を

いくつかピックアップし、全国を次の９地域に分けてランキングを作成しました。  

 

北海道（１道）  北海道 

東北（６県）  青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県 

関東（７都県）  茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 

北陸（４県）  新潟県、富山県、石川県、福井県 

中部（６県）  山梨県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県 

関西（６府県）  滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 

中国（５県）  鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県 

四国（４県）  徳島県、香川県、愛媛県、高知県 

九州・沖縄（８県） 福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県 

 

（注１）ここでいう１位とは全地域で最も指標値が大きく、９位とは最も小さいことを示しています。 

（注２）掲載のデータは社会・人口統計体系の基礎データを基に加工して作成したものです。 

 

Ａ 人口・世帯 （以下Ａ～Ｋの分類は、社会・人口統計体系における分類によります。） 

2008 単位： 万人 2008 単位： ％ 2008 単位： 人 2005 単位： ％
参考 参考 参考 参考
１位 １位 １位 １位
２位 ２位 ２位 ２位
３位 ３位 ３位 ３位
４位 ４位 参考 ４位
５位 ５位 ４位 参考
参考 参考 ５位 ５位
６位 ６位 ６位 ６位
７位 ７位 ７位 ７位
８位 ８位 ８位 ８位
９位 ９位 ９位 ９位四国 401 四国 3.14

中部 99.9
北陸 623.0

東北 99.9
北陸 547 北陸 4.29

北海道 252.7
東北 465.4

関西 100.0
北海道 554 北海道 4.34 九州・沖縄 100.0
中国 760 中国 5.95 四国 826.8

全国 100.0
全国 1051.7

大阪府 881 大阪府 6.90 北海道 100.0
東北 943 東北 7.39

九州・沖縄 886.2
中国 905.9

四国 100.0
九州・沖縄 1460 九州・沖縄 11.43 中国 100.0
中部 1822 中部 14.27 中部 1288.2
関西 2084 関西 16.32 北陸 100.1関東 2315.7

大阪府 105.5
関西 2460.0 関東 100.1
大阪府 6677.0

調査年： 調査年：

関東 4198 関東 32.87
全国 12769 全国 100.00

調査年： 調査年：
（対全国総人口） （可住地面積１k㎡当たり） （年齢不詳除く。）

総人口 人口割合 人口密度 昼夜間人口比率
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2008 単位： ％ 2008 単位： ％ 2008 単位： ％ 2008 単位： ％
１位 １位 １位 １位
２位 ２位 参考 ２位
参考 ３位 参考 参考
３位 ４位 ２位 参考
参考 ５位 ３位 ３位
４位 ６位 ４位 ４位
５位 参考 ５位 ５位
６位 ７位 ６位 ６位
７位 ８位 ７位 ７位
８位 参考 ８位 ８位
９位 ９位 ９位 ９位

2007 単位： ％ 2005 単位： 人 2007 単位： － 2007 単位： －
１位 １位 １位 １位
参考 ２位 参考 参考
２位 ３位 ２位 ２位
３位 ４位 参考 ３位
参考 参考 ３位 ４位
４位 ５位 ４位 ５位
５位 ６位 ５位 参考
６位 ７位 ６位 ６位
７位 ８位 ７位 ７位
８位 参考 ８位 ８位
９位 ９位 ９位 ９位

年少人口割合［15歳未満］ 老年人口割合［65歳以上］ 生産年齢人口割合［15～64歳］ 人口増加率

調査年： 調査年： 調査年： 調査年：
（対総人口） （対総人口） （対総人口） （（総人口－前年総人口）／前年総人口）

九州・沖縄 14.2 四国 25.9
中部 14.1 中国 24.8

全国 64.5

関東 0.36
大阪府 65.0 中部 0.12
関東 66.9

大阪府 13.8 北陸 24.7 全国 -0.06
関西 13.8 東北 24.7 関西 64.4 大阪府 -0.06
全国 13.5 北海道 23.6
中国 13.4 九州・沖縄 23.2

九州・沖縄 62.6

関西 -0.11
中部 64.2 九州・沖縄 -0.31
北海道 64.2

北陸 13.3 全国 22.1 中国 -0.41
東北 13.1 関西 21.8 東北 62.2 北陸 -0.45
関東 13.0 中部 21.7
四国 13.0 大阪府 21.2

四国 61.1

北海道 -0.63
中国 61.8 四国 -0.64
北陸 62.0

東北 -0.76

自然増加率 一般世帯の平均人員 婚姻率 離婚率

北海道 12.2 関東 20.0

（人口千人当たり）
調査年： 調査年： 調査年： 調査年：

関東 6.19

（（出生数－死亡数）／総人口） （人口千人当たり）

関東 0.09 北陸 2.89 北海道 2.33
大阪府 0.08 東北 2.83 大阪府 5.90 大阪府 2.31
中部 0.06 中部 2.71
関西 0.02 中国 2.56

関西 5.57

九州・沖縄 2.12
全国 5.63 関西 2.08
中部 5.73

全国 -0.01 全国 2.55 関東 2.04
九州・沖縄 -0.03 九州・沖縄 2.55 九州・沖縄 5.46 四国 2.00
中国 -0.14 四国 2.52
北海道 -0.18 関西 2.51

四国 4.91

全国 1.99
北海道 5.17 東北 1.90
中国 5.19

北陸 -0.18 関東 2.44 中国 1.85
東北 -0.26 大阪府 2.40 北陸 4.82 中部 1.85

北陸 1.53四国 -0.28 北海道 2.31 東北 4.81  

 

○ 関西の総人口は 2,084 万人（全国総人口の 16.32％）であり２位となっていますが、１位の関東は倍以

上の 4,198 万人（同 32.87％）です。しかし、可住地面積１km2当たりの人口密度は１位（2460.0 人）

になっています。  

○ 昼夜間人口比率は地域単位でみると 99.9～100.1％に収まっています。  

○ 生産年齢人口割合が全国（64.5％）を超えている地域は関東（66.9％）のみです。なお、大阪府（65.0％）

は全国を上回っています。  

○ 人口増加率をみると、増加の動きを示しているのは関東（0.36％増）と中部（0.12％増）の２地域であ

り、３位の関西は 0.11％の減少となっています。なお、自然増加率では関西（３位）は 0.02％と僅か

ですが増加しています。  

○ 一般世帯の平均人員は 2.51 人（７位）であり、全国（2.55 人）より少なくなっています。大阪府は更

に少なく 2.40 人となっています。  

○ 人口千人当たりの婚姻率、離婚率は共に３位であり、比較的高い順位になっています。 

 

Ｂ 自然環境 

2008 単位： 100㎢ 2008 単位： ％ 2000 単位： ％ 2008 単位： ％
参考 参考 １位 参考
１位 １位 ２位 １位
２位 ２位 ３位 ２位
３位 ３位 ４位 ３位
４位 ４位 ５位 参考
５位 ５位 ６位 ４位
６位 ６位 参考 ５位
７位 ７位 ７位 ６位
８位 ８位 ８位 ７位
９位 ９位 ９位 ８位
参考 参考 参考 ９位

可住地面積割合［北方地域及び竹島を除く］

（対全国総面積） （対総面積） （対総面積）

四国 73.9

総面積［北方地域及び竹島を含む］ 面積割合［北方地域及び竹島を除く］ 森林面積割合［北方地域及び竹島を除く］

全国 3779.44 全国 100.00
調査年： 調査年： 調査年： 調査年：

大阪府 69.5
北海道 834.57 北海道 21.03 中国 72.5

東北 68.4

関東 55.9
東北 668.90 東北 17.94 九州・沖縄 37.0中部 69.5

九州・沖縄 444.66 九州・沖縄 11.92
中部 473.71 中部 12.70

関東 8.70 関西 66.5

北陸 34.8
全国 32.6北海道 67.9
関西 31.0

中国 319.21 中国 8.56 東北 30.3
関東 324.24

関西 273.41 関西 7.33
九州・沖縄 62.1
北陸 64.3 中部 29.9
全国 65.7

北陸 252.06 北陸 6.76 北海道 27.9
四国 188.06 四国 5.04 関東 43.1 中国 26.3

四国 25.8大阪府 18.98 大阪府 0.51 大阪府 30.5  
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○ 関西の面積は 273.41ｋ㎡（７位）であり、全国［北方地域及び竹島を除く］に占める面積割合は 7.33％

となっています。  

○ 総面積［北方地域及び竹島を除く］に占める森林面積割合は 66.5％で６位、可住地面積割合は 31.0％

で４位です。 

 

Ｃ 経済基盤 

2006 単位： 千円 2006 単位： ％ 2006 単位： ％ 2006 単位： ％
１位 １位 １位 １位
２位 ２位 ２位 ２位
参考 ３位 ３位 ３位
参考 参考 ４位 ４位
３位 参考 ５位 ５位
４位 ４位 ６位 ６位
５位 ５位 参考 ７位
６位 ６位 ７位 参考
７位 ７位 参考 参考
８位 ８位 ８位 ８位
９位 ９位 ９位 ９位

2006 単位： ％ 2007 単位： 万円 2008 単位： ％ 2007 単位： 万円
１位 １位 １位 １位
参考 ２位 ２位 ２位
２位 ３位 ３位 ３位
参考 参考 ４位 ４位
３位 ４位 ５位 参考
４位 ５位 参考 ５位
５位 ６位 ６位 参考
６位 ７位 ７位 ６位
７位 ８位 ８位 ７位
８位 ９位 ９位 ８位
９位 参考 参考 ９位

2008 単位： ㎡ 2007 単位： 万円 2006 単位： 万円 2007 単位： 万円
１位 １位 １位 １位
２位 ２位 参考 参考
参考 ３位 参考 ２位
３位 ４位 ２位 参考
４位 参考 ３位 ３位
５位 ５位 ４位 ４位
６位 ６位 ５位 ５位
７位 参考 ６位 ６位
８位 ７位 ７位 ７位
９位 ８位 ８位 ８位
参考 ９位 ９位 ９位

１人当たり県民所得 第２次産業事業所数構成比 第３次産業事業所数構成比 従業者１～４人の事業所割合

調査年： 調査年：
（対事業所数） （対事業所数） （対民営事業所数）

調査年： 調査年：

中部 3254 中部 22.66
関東 3586 北陸 23.49 四国 64.25

九州・沖縄 84.55 北陸 63.67
北海道 84.72

大阪府 3083 関西 18.83 東北 63.10四国 82.09
全国 3069 大阪府 18.65 中国 82.02

関東 81.44

九州・沖縄 61.98
関西 2986 全国 18.61 中部 61.65東北 81.74

北陸 2818 東北 17.60
中国 2862 関東 18.38

中国 17.54 関西 81.05

関西 61.57
中国 61.02大阪府 81.33
全国 60.94

四国 2524 四国 17.40 大阪府 59.96
東北 2534

北海道 2463 九州・沖縄 14.89
北陸 76.03
中部 77.05 北海道 59.94
全国 81.02

関東 58.51

従業者100人以上の事業所割合 就業者１人当たり農業産出額 耕地面積比率 土地生産性

九州・沖縄 2425 北海道 13.92

調査年： 調査年： 調査年： 調査年：
（対民営事業所数） ［販売農家］ （耕地面積／総面積） （耕地面積１ヘクタール当たり）

関東 1.23 北海道 746.0
大阪府 1.10 九州・沖縄 313.9

九州・沖縄 283.7
北海道 14.8 四国 269.0
関東 19.2

関西 0.99 関東 278.9 中部 262.5九州・沖縄 13.6
全国 0.99 全国 251.9 東北 13.1

全国 12.4

関東 256.3
中部 0.97 中部 222.3 大阪府 226.4北陸 12.7

中国 0.87 四国 204.3
北海道 0.90 東北 216.9

北陸 181.4 関西 8.6

関西 190.9
全国 181.6中部 8.7
中国 163.8

東北 0.80 関西 162.7 東北 153.4
北陸 0.81

九州・沖縄 0.77 中国 152.7
大阪府 7.5
四国 7.8 北陸 135.0
中国 7.9

北海道 84.3

耕地面積 製造品出荷額等 商業年間商品販売額［卸売業＋小売業］ 国内銀行預金残高

四国 0.70 大阪府 149.7

（人口１人当たり）
調査年： 調査年： 調査年： 調査年：

関東 6932.8

（農家１戸当たり） （従業者１人当たり） （従業者１人当たり）

北海道 196589.3 中国 4882.0 関東 615.2
東北 18873.3 中部 4556.7 大阪府 6752.0

関西 4734.7

大阪府 610.6
全国 16249.1 関東 4097.4 関西 460.7全国 4936.6

関東 13706.4 全国 3953.2
北陸 15080.7 四国 4024.6

関西 3872.0 北海道 3842.1

全国 430.6
四国 393.4中部 4472.6
中部 334.7

中国 8894.6 九州・沖縄 3393.6 北陸 329.7
九州・沖縄 13545.9

中部 8668.7 大阪府 3373.3
九州・沖縄 3379.2
北陸 3418.5 中国 321.2
中国 3551.5

四国 8461.4 北海道 3022.8 九州・沖縄 271.8
関西 8363.5 北陸 2771.5 東北 3299.9 東北 260.9

北海道 228.6大阪府 5090.9 東北 2752.7 四国 3149.7  
 

○ １人当たりの県民所得は関東、中部に次いで 298 万６千円です。  

○ 産業別の事業所構成は、第２次産業事業所が18.83％（全国18.61％）で３位、第３次産業事業所が81.05％

（同 81.02％）で７位となっています。  

○ 従業者規模別の事業所構成は、従業者１～４人の事業所が 61.57％（全国 60.94％）で６位、従業者 100

人以上の事業所が 0.99％（同 0.99％）で２位となっています。大阪府はそれぞれ 59.96％、1.10％であ

り、構成割合でみれば比較的大きな企業が多いようです。  

○ 販売農家における就業者１人当たり農業産出額は 162 万７千円（全国 251 万９千円）で８位、総面積に

占める耕地面積比率は 8.6％（同 12.4％）で７位、耕地面積１ヘクタール当たりの土地生産性は 190 万

９千円（同 181 万６千円）で５位、農家１戸当たりの耕地面積は 8,363.5m2で最下位となっています。  

○ 従業者１人当たりの製造品出荷額等は５位、商業年間商品販売額は２位となっています。  
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○ 人口１人当たりの国内銀行預金残高は 460 万７千円で２位です。大阪府は関西を大きく上回る 610 万６

千円ですが、関東は 615 万２千円と更に上回っています。 

 

 

Ｄ 行政基盤 

2007 単位： ％ 2007 単位： ％ 2007 単位： ％ 2007 単位： ％
１位 １位 １位 １位
２位 参考 ２位 ２位
３位 ２位 参考 ３位
４位 ３位 ３位 ４位
５位 参考 ４位 ５位
６位 ４位 ５位 ６位
７位 ５位 ６位 ７位
８位 ６位 ７位 参考
参考 ７位 参考 ８位
参考 ８位 ８位 ９位
９位 ９位 ９位 参考

2007 単位： ％ 2007 単位： ％ 2007 単位： 千円 2007 単位： 千円
参考 １位 １位 １位
１位 ２位 ２位 ２位
２位 参考 ３位 ３位
参考 ３位 ４位 参考
３位 ４位 ５位 ４位
４位 参考 ６位 ５位
５位 ５位 参考 参考
６位 ６位 ７位 ６位
７位 ７位 参考 ７位
８位 ８位 ８位 ８位
９位 ９位 ９位 ９位

2007 単位： 千円 2007 単位： 千円 2007 単位： 千円 2007 単位： 千円
１位 １位 １位 １位
２位 ２位 参考 ２位
３位 ３位 ２位 ３位
４位 ４位 ３位 ４位
５位 参考 参考 ５位
６位 ５位 ４位 ６位
参考 参考 ５位 参考
７位 ６位 ６位 ７位
参考 ７位 ７位 ８位
８位 ８位 ８位 参考
９位 ９位 ９位 ９位

2007 単位： 千円 2007 単位： 千円 2007 単位： 千円 2007 単位： 千円
１位 参考 １位 １位
２位 １位 ２位 ２位
３位 ２位 ３位 ３位
４位 参考 ４位 ４位
５位 ３位 ５位 ５位
６位 ４位 ６位 ６位
参考 ５位 参考 参考
７位 ６位 ７位 ７位
８位 ７位 ８位 ８位
参考 ８位 参考 ９位
９位 ９位 ９位 参考

（対歳出決算総額）［県財政］ （対歳出決算総額）［県財政］ （対歳出決算総額）［県財政］ （対歳出決算総額）［県財政］

地方債現在高の割合 自主財源の割合 一般財源の割合 投資的経費の割合

北海道 218.5 関東 81.7
調査年： 調査年： 調査年： 調査年：

北陸 199.1 大阪府 76.3
全国 61.8

北海道 22.3
中部 63.2 九州・沖縄 22.3
関東 72.7

東北 185.9 中部 64.7 北陸 21.8
中国 183.2 関西 64.6 東北 57.8 中国 19.5
四国 182.4 全国 60.8
中部 181.5 中国 48.7

関西 56.1

東北 19.3
四国 56.3 四国 17.6

九州・沖縄 57.6

関西 174.7 四国 44.2 中部 17.3
九州・沖縄 172.3 東北 44.1 中国 56.0 全国 16.3
全国 167.6 北海道 43.5
大阪府 157.0 北陸 42.8

北陸 49.3

関西 12.8
北海道 54.2 関東 11.2
大阪府 55.7

大阪府 8.5

警察費割合 人件費割合 歳出決算総額 社会福祉費

関東 129.9 九州・沖縄 41.5

調査年： 調査年： 調査年： 調査年：
（対歳出決算総額）［県財政］ （対歳出決算総額）［県財政］ （人口１人当たり）［県・市町村財政合計］ （人口１人当たり）［県・市町村財政合計］

大阪府 9.85 中部 34.14
関東 8.75 関西 33.98

四国 885.8

北海道 52.8
北陸 971.1 九州・沖縄 48.8
北海道 980.2

関西 8.46 大阪府 32.99 四国 47.3
全国 7.11 九州・沖縄 32.96 中国 859.0 大阪府 46.3
中部 6.77 関東 31.86

九州・沖縄 6.53 全国 31.77
全国 761.4

関西 44.0
九州・沖縄 825.5 関東 44.0
東北 858.0

中国 6.13 東北 31.30 全国 43.2
四国 5.22 四国 30.47 関西 735.7 中国 42.3
北海道 5.12 中国 30.37
東北 5.09 北海道 26.92

関東 668.8

東北 40.5
中部 702.4 北陸 37.1
大阪府 716.5

中部 35.4

老人福祉費 児童福祉費 生活保護費 衛生費

北陸 4.57 北陸 26.01

調査年： 調査年： 調査年： 調査年：

（65歳以上人口１人当たり）［県・市町村財政合計］ （17歳以下人口１人当たり）［県・市町村財政合計］ （被保護実人員１人当たり）［県・市町村財政合計］ （人口１人当たり）［県・市町村財政合計］

北海道 193.0 北陸 311.5
四国 192.0 四国 292.8

中部 1941.2

東北 57.4
大阪府 1994.7 四国 56.2
関東 2000.9

九州・沖縄 191.8 九州・沖縄 278.9 中国 54.7
北陸 184.5 中国 278.0 関西 1902.2 北海道 50.9
中国 178.8 大阪府 276.9
関西 173.2 関東 270.8

四国 1805.3

北陸 50.8
北陸 1853.4 九州・沖縄 48.8
全国 1880.8

全国 170.9 全国 267.9 全国 48.1
東北 170.2 東北 265.4 九州・沖縄 1805.1 中部 47.8
大阪府 169.0 関西 265.1
中部 162.0 中部 244.0

東北 1637.9

関西 46.2
北海道 1751.3 大阪府 44.3
中国 1784.6

関東 44.1

土木費 警察費 教育費 社会教育費

関東 155.4 北海道 236.5

（人口１人当たり）［県・市町村財政合計］

調査年： 調査年： 調査年： 調査年：
東北 151.1

（人口１人当たり）［県・市町村財政合計］ （人口１人当たり）［県財政］ （人口１人当たり）［県・市町村財政合計］

北陸 150.5 大阪府 30.9 北陸 13.2
北海道 147.2 関東 29.6 北陸 146.8 中国 12.2
中国 128.5 関西 28.4

九州・沖縄 114.0 全国 26.4
九州・沖縄 137.5

東北 11.7
四国 141.9 四国 10.7
中国 142.0

四国 112.7 中国 25.8 九州・沖縄 10.5
中部 107.2 九州・沖縄 25.5 北海道 136.1 中部 10.2
全国 106.6 四国 24.7
東北 105.8 北陸 23.8

中部 129.1

全国 9.7
関西 129.2 関東 8.6
全国 129.8

関西 103.2 北海道 23.4 関西 8.1
大阪府 99.2 中部 22.2 大阪府 121.8 北海道 7.8

大阪府 6.7関東 89.9 東北 22.1 関東 116.3  
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○ 都道府県の財政において、歳出決算総額に対する地方債現在高の割合は 174.7％（７位）で、全国

（167.6％）を下回るのは関東（129.9％）のみとなっています。自主財源の割合は 64.6％（３位）、一

般財源の割合は 56.1％（６位）です。性質別歳出決算額の割合では、投資的経費は 12.8％（８位）、

人件費は 33.98％（２位）となっています。  

○ 都道府県・市町村の財政において、人口１人当たりの歳出決算総額は 73 万６千円で７位です。目的別

にみますと、社会福祉費４位、老人福祉費（65 歳以上人口１人当たり）６位、児童福祉費（17 歳以下

人口１人当たり）７位、生活保護費（被保護実人員１人当たり）３位、衛生費８位、土木費８位、教育

費７位、社会教育費８位となっています。また、警察費（都道府県財政）は歳出決算総額に対する割合、

人口１人当たり額のどちらでみても関東に次ぐ２位となっています。 

 

Ｅ 教育 

2008 単位： 校 2008 単位： 校 2008 単位： 校 2008 単位： 園
１位 １位 １位 １位
２位 ２位 ２位 ２位
３位 ３位 ３位 ３位
４位 ４位 ４位 ４位
５位 ５位 ５位 ５位
６位 ６位 ６位 ６位
参考 参考 参考 参考
７位 ７位 ７位 ７位
８位 ８位 ８位 参考
９位 ９位 ９位 ８位
参考 参考 参考 ９位

2007 単位： 所 2008 単位： 人 2008 単位： 人 2008 単位： 人
１位 参考 １位 １位
２位 １位 参考 参考
３位 ２位 ２位 ２位
４位 ３位 ３位 ３位
５位 参考 参考 参考
参考 ４位 ４位 ４位
６位 ５位 ５位 ５位
７位 ６位 ６位 ６位
８位 ７位 ７位 ７位
９位 ８位 ８位 ８位
参考 ９位 ９位 ９位

2008 単位： 人 2007 単位： 人 2007 単位： － 2007 単位： －
参考 １位 １位 参考
１位 ２位 ２位 １位
２位 ３位 ３位 ２位
３位 参考 ４位 ３位
参考 ４位 ５位 ４位
４位 ５位 参考 参考
５位 ６位 参考 ５位
６位 参考 ６位 ６位
７位 ７位 ７位 ７位
８位 ８位 ８位 ８位
９位 ９位 ９位 ９位

（６～11歳人口10万人当たり） （12～14歳人口10万人当たり） （15～17歳人口10万人当たり） （３～５歳人口10万人当たり）

小学校数 中学校数 高等学校数 幼稚園数

四国 522.7 北海道 465.3
調査年： 調査年： 調査年： 調査年：

北海道 471.1 四国 432.1
中国 194.2

四国 667.6
四国 195.7 中国 530.9
北海道 217.1

東北 463.7 東北 411.1 東北 510.0
中国 425.6 中国 385.2 東北 192.7 九州・沖縄 478.3
北陸 401.1 九州・沖縄 368.4

九州・沖縄 393.8 北陸 337.9
全国 144.4

北海道 441.5
九州・沖縄 153.7 関西 424.3
北陸 175.0

全国 318.4 全国 303.3 全国 417.9
中部 278.7 中部 270.3 中部 131.1 関東 370.4
関西 258.2 関西 251.1
関東 237.0 関東 242.3

大阪府 108.4

大阪府 351.5
関東 117.0 中部 342.4
関西 128.4

北陸 336.5

保育所数 小学校児童数 中学校生徒数 高等学校生徒数

大阪府 206.9 大阪府 211.1

調査年： 調査年： 調査年： 調査年：
（０～５歳人口10万人当たり） （小学校教員１人当たり） （中学校教員１人当たり） （高等学校教員１人当たり）

北陸 607.4 大阪府 19.08
四国 525.3 関東 18.98

中部 15.23

関東 15.36
大阪府 15.69 大阪府 14.83
関東 15.90

中国 456.2 中部 17.78 中部 14.31
九州・沖縄 455.4 関西 17.69 関西 14.79 関西 14.15
東北 419.7 全国 16.98
全国 346.9 九州・沖縄 15.88

九州・沖縄 13.40

全国 13.96
北陸 13.67 九州・沖縄 13.42
全国 14.40

中部 342.0 北陸 15.46 北陸 13.04
北海道 325.1 中国 15.24 中国 13.22 東北 12.81
関西 290.8 東北 14.62
関東 252.9 北海道 14.27

四国 11.75

中国 12.66
北海道 11.98 北海道 12.60
東北 12.94

四国 11.73

幼稚園在園者数 保育所在所児数 不登校による小学校長期欠席児童比率 不登校による中学校長期欠席生徒比率

大阪府 250.1 四国 13.87

（生徒千人当たり）（年度間30日以上）

調査年： 調査年： 調査年： 調査年：
中国 4.30

（幼稚園教員１人当たり） （保育所保育士１人当たり） （児童千人当たり）（年度間30日以上）

大阪府 16.34 中部 8.99 大阪府 31.02
関東 15.97 北陸 8.02 中部 4.01 中部 30.93
中部 15.10 中国 7.53
関西 15.02 全国 7.39

関東 3.36

関東 30.41
関西 3.37 中国 30.40
北陸 3.45

全国 14.68 九州・沖縄 7.23 関西 29.88
九州・沖縄 13.55 関西 7.18 全国 3.35 全国 29.10
中国 13.35 北海道 7.09
北海道 13.03 大阪府 7.03

九州・沖縄 2.76

四国 28.42
四国 2.99 北陸 27.39
大阪府 3.18

東北 13.02 関東 6.91 九州・沖縄 26.76
四国 12.68 東北 6.87 北海道 2.74 東北 26.73

北海道 22.35北陸 11.17 四国 6.65 東北 2.61  
 

○ 各年齢人口 10 万人当たりの教育施設数は小学校、中学校、高等学校、保育所が８位、幼稚園が６位と

なっています。  

○ 教員１人当たりの児童（生徒、在園者）の数は小学校が 17.69 人（全国 16.98 人）、中学校が 14.79 人
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（同 14.40 人）、高等学校が 14.15 人（同 13.96 人）、幼稚園が 15.02 人（同 14.68 人）であり、全て

関東、中部に次ぐ３位となっています。保育所保育士１人当たりの在所児数は 7.18 人（全国 7.39 人）

で５位となっています。  

○ 不登校による長期欠席児童（生徒）比率は小学校、中学校共に４位ですが、全国を上回っています。 

 

Ｆ 労働 

2005 単位： ％ 2005 単位： ％ 2005 単位： ％ 2005 単位： ％
１位 １位 １位 １位
２位 ２位 ２位 ２位
３位 ３位 ３位 ３位
参考 ４位 ４位 ４位
４位 参考 ５位 ５位
５位 ５位 ６位 参考
６位 ６位 ７位 参考
参考 ７位 参考 ６位
７位 ８位 ８位 ７位
８位 ９位 ９位 ８位
９位 参考 参考 ９位

2005 単位： ％ 2007 単位： ％ 2007 単位： ％ 2007 単位： ％
１位 １位 １位 １位
２位 ２位 ２位 ２位
参考 ３位 ３位 参考
３位 ４位 ４位 ３位
４位 ５位 参考 ４位
参考 参考 ５位 ５位
５位 ６位 ６位 ６位
６位 参考 参考 ７位
７位 ７位 ７位 ８位
８位 ８位 ８位 参考
９位 ９位 ９位 ９位

2007 単位： － 2007 単位： ％ 2007 単位： ％ 2007 単位： ％
１位 １位 １位 １位
２位 ２位 ２位 参考
３位 ３位 ３位 ２位
４位 ４位 参考 ３位
５位 ５位 参考 ４位
参考 ６位 ４位 参考
参考 ７位 ５位 ５位
６位 参考 ６位 ６位
７位 ８位 ７位 ７位
８位 参考 ８位 ８位
９位 ９位 ９位 ９位

（対15歳以上人口）［男］ （対15歳以上人口）［女］ （対就業者） （対就業者）
労働力人口比率 労働力人口比率 第１次産業就業者比率 第２次産業就業者比率

中部 75.5 北陸 51.5
調査年： 調査年： 調査年： 調査年：

北陸 73.7 中部 51.3
九州・沖縄 8.0

中部 33.7
四国 9.6 北陸 31.8
東北 10.3

東北 72.4 東北 48.8 中国 27.3
全国 72.1 中国 48.3 北海道 7.7 関西 26.6
関東 72.1 全国 47.8
中国 71.9 九州・沖縄 47.7

中部 4.9

東北 26.4
北陸 5.7 大阪府 26.2
中国 6.4

関西 71.1 四国 47.4 全国 26.1
大阪府 70.8 関東 47.4 全国 4.8 四国 24.6
九州・沖縄 70.2 北海道 45.4
四国 70.2 関西 45.1

大阪府 0.6

関東 23.9
関西 2.2 九州・沖縄 21.6
関東 2.5

北海道 19.0

第３次産業就業者比率 パートタイム就職率［常用］ 中高年齢者就職率［45歳以上］ 中高年齢者就職者比率［45歳以上］

北海道 69.7 大阪府 44.8

調査年： 調査年： 調査年： 調査年：
（対就業者） （就職件数／求職者数） （就職件数／求職者数） （対就職件数）

北海道 71.3 北陸 11.8
関東 70.9 東北 11.7

中国 6.4

北海道 43.3
北陸 7.9 関東 28.9
北海道 9.6

大阪府 70.7 四国 11.5 全国 28.0
九州・沖縄 69.3 中国 9.9 中部 6.4 中部 26.9
関西 68.8 九州・沖縄 9.7
全国 67.2 全国 9.2

関西 5.6

北陸 26.7
東北 5.8 中国 26.0
全国 6.0

中国 65.0 関西 9.0 東北 25.6
四国 64.6 大阪府 8.9 大阪府 5.6 九州・沖縄 25.2
東北 62.5 中部 8.1
北陸 61.7 関東 7.9

関東 4.8

関西 25.2
四国 5.2 大阪府 25.1

九州・沖縄 5.5

四国 23.9

身体障害者就職者比率 高卒者に占める就職者の割合 転職率 離職率

中部 60.2 北海道 7.8

（離職者数／（継続就業者数＋転職者数＋離職者数））

調査年： 調査年： 調査年： 調査年：
関東 6.0

（対就職件数千件当たり） （対高卒者数） （転職者数／有業者数）

関東 21.92 東北 30.3 北海道 6.4
中部 21.73 九州・沖縄 25.6 北海道 5.9 大阪府 6.2
中国 18.92 中国 21.8

九州・沖縄 18.03 中部 21.5
大阪府 5.6

九州・沖縄 5.9
全国 5.6 関西 5.9

九州・沖縄 5.6

関西 18.01 北海道 21.1 四国 5.5
大阪府 17.55 四国 20.6 関西 5.5 全国 5.2
全国 17.41 北陸 20.6
北陸 14.98 全国 19.0

東北 4.9

中国 5.1
北陸 5.2 関東 5.0
中部 5.5

東北 12.78 関西 14.0 東北 4.5
四国 12.65 大阪府 12.9 中国 4.9 中部 4.5

北陸 4.3北海道 8.51 関東 12.8 四国 4.8  
 

○ 15歳以上人口に対する労働力人口比率は、男性が71.1％（全国72.1％）で６位、女性が45.1％（同47.8％）

で最下位となっており、比較的低い結果となっています。  

○ 産業別に就業者の比率をみると、第１次産業が最下位、第２次産業と第３次産業が４位となっています。  

○ 求職者数に対する常用のパートタイム就職率は、9.0％（６位）、中高年齢者（45 歳以上）就職率は 5.6％

（６位）であり、就職件数に対する中高年齢者（45 歳以上）就職者比率は 25.2％（８位）、就職件数

千件当たりの身体障害者就職者比率は 18.01（５位）となっています。  

○ 高卒者に占める就職者の割合は 14.0％（全国 19.0％）で８位となっています。  

○ 転職率は 5.5％（４位）、離職率は 5.9％（３位）となっています。 
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Ｇ 文化・スポーツ 

2005 単位： 館 2005 単位： 館 2005 単位： 館 2005 単位： 所
１位 １位 １位 １位
２位 ２位 ２位 ２位
３位 ３位 ３位 ３位
４位 ４位 ４位 ４位
５位 ５位 ５位 ５位
６位 ６位 参考 参考
参考 参考 ６位 参考
７位 ７位 ７位 ６位
８位 ８位 ８位 ７位
９位 ９位 ９位 ８位
参考 参考 参考 ９位

2007 単位： 館 2005 単位： 施設 2005 単位： 施設 2008 単位： 件
１位 １位 １位 １位
２位 ２位 ２位 参考
３位 ３位 ３位 ２位
参考 ４位 ４位 ３位
４位 ５位 ５位 参考
５位 ６位 ６位 ４位
６位 ７位 参考 ５位
７位 参考 ７位 ６位
８位 ８位 ８位 ７位
９位 ９位 ９位 ８位
参考 参考 参考 ９位

（人口100万人当たり） （人口100万人当たり） （人口100万人当たり） （人口100万人当たり）
公民館数 図書館数 博物館数 青少年教育施設数

四国 296.6 北陸 37.9
調査年： 調査年： 調査年： 調査年：

北陸 280.6 中国 31.9
中部 12.5

北海道 31.8
中国 13.3 北陸 15.9
北陸 20.2

東北 274.6 四国 29.6 四国 13.2
中国 217.7 東北 25.4 四国 12.0 東北 12.1
中部 208.4 北海道 24.2

九州・沖縄 135.7 中部 23.6
東北 9.2

中国 12.1
全国 9.4 大阪府 11.6
北海道 11.2

全国 134.2 全国 23.3 全国 10.3
北海道 91.9 九州・沖縄 22.9 関西 7.7 関西 10.0
関西 84.9 関東 20.8
関東 48.2 関西 18.9

大阪府 3.6

九州・沖縄 9.3
関東 6.8 中部 9.1

九州・沖縄 7.5

関東 6.7

常設映画館数 社会体育施設数 多目的運動広場数 一般旅券発行件数

大阪府 32.3 大阪府 15.3

（人口千人当たり）
調査年： 調査年： 調査年： 調査年：

中国 96.3

（人口100万人当たり） （人口100万人当たり） （人口100万人当たり）

九州・沖縄 23.0 北海道 727.3 関東 38.9
中国 17.6 北陸 641.3 東北 85.9 大阪府 33.0
北海道 14.0 東北 591.9
全国 13.8 中国 515.3

北陸 71.1

関西 32.7
四国 72.7 中部 30.5

九州・沖縄 81.8

関東 13.4 四国 466.9 全国 29.8
東北 12.8 九州・沖縄 429.3 中部 62.2 中国 22.3
中部 11.5 中部 422.8
四国 11.4 全国 376.1

関西 34.3

九州・沖縄 22.0
北海道 53.7 北陸 22.0
全国 54.1

関西 10.4 関東 251.0 四国 18.2
北陸 10.0 関西 213.3 関東 31.6 北海道 17.0

東北 16.1大阪府 9.4 大阪府 120.0 大阪府 18.6  

 

○ 人口 100 万人当たりの施設数をみると、公民館は８位、図書館は最下位、博物館は７位、青少年教育施

設は６位、常設映画館は８位、社会体育施設は最下位、多目的運動広場は８位と低い順位になっていま

す。  

○ 人口千人当たりの一般旅券発行件数は関東に次ぐ２位になっています。 

 

Ｈ 居住 

2003 単位： ％ 2003 単位： ％ 2003 単位： ％ 2003 単位： ％
１位 １位 参考 １位
２位 ２位 １位 参考
３位 ３位 ２位 ２位
４位 ４位 参考 ３位
５位 ５位 ３位 ４位
参考 ６位 ４位 参考
６位 参考 ５位 ５位
７位 ７位 ６位 ６位
８位 ８位 ７位 ７位
９位 ９位 ８位 ８位
参考 参考 ９位 ９位

（対居住世帯あり住宅数） （対居住世帯あり住宅数） （対居住世帯あり住宅数） （対居住世帯あり住宅数）
持ち家比率 一戸建住宅比率 共同住宅比率 水洗便所のある住宅比率

北陸 74.6 北陸 76.6
調査年： 調査年： 調査年： 調査年：

東北 69.0 東北 72.7
関西 44.6

関東 93.5
関東 50.9 大阪府 92.6
大阪府 53.2

四国 67.8 四国 71.8 関西 90.9
中部 65.6 中国 66.7 全国 40.0 中部 90.0
中国 64.9 中部 64.6
全国 61.2 九州・沖縄 60.7

中部 32.2

北陸 89.6
九州・沖縄 35.7 全国 88.4
北海道 39.8

九州・沖縄 60.6 全国 56.5 北海道 86.4
関西 59.5 北海道 54.1 中国 29.3 九州・沖縄 81.9
北海道 56.7 関西 49.7
関東 56.7 関東 46.9

北陸 21.6

中国 81.2
東北 24.5 四国 80.5
四国 24.5

東北 75.3大阪府 51.9 大阪府 39.4  
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2003 単位： ％ 2007 単位： ％ 2006 単位： 店 2006 単位： 店
１位 参考 １位 参考
２位 １位 ２位 １位
３位 ２位 ３位 ２位
４位 ３位 ４位 ３位
５位 参考 ５位 ４位
６位 ４位 ６位 ５位
参考 ５位 参考 参考
７位 ６位 ７位 ６位
８位 ７位 参考 ７位
９位 ８位 ８位 ８位
参考 ９位 ９位 ９位

2007 単位： 所 2007 単位： 所 2007 単位： km 2008 単位： 台
１位 参考 参考 １位
２位 １位 １位 ２位
３位 ２位 ２位 ３位
参考 ３位 ３位 ４位
４位 ４位 ４位 ５位
５位 ５位 ５位 ６位
６位 参考 参考 ７位
参考 ６位 ６位 参考
７位 ７位 ７位 ８位
８位 ８位 ８位 ９位
９位 ９位 ９位 参考

関西 507.5
大阪府 424.5四国 28.6 中部 2.4 北海道 1.13

関西 28.9 中国 2.6 東北 2.31

全国 617.1
全国 3.20

中国 29.8 関東 3.4 関東 516.7
大阪府 30.9 四国 4.3

北陸 2.92
四国 2.98

九州・沖縄 693.6
北陸 33.3 全国 4.7 北海道 660.1

九州・沖縄 33.8 東北 4.8 中国 3.20

東北 724.0
中部 4.19

中部 34.1 九州・沖縄 5.3 中国 704.9
全国 34.2 北陸 6.0

九州・沖縄 3.66
関西 3.92

中部 738.7
東北 36.3 関西 8.3 四国 726.6
関東 36.4 北海道 8.6 関東 7.70
北海道 45.7 大阪府 11.7 北陸 766.3

（人口千人当たり）
調査年： 調査年： 調査年： 調査年：

大阪府 9.94

（人口10万人当たり） （人口10万人当たり） （総面積１k㎡当たり）
コンビニエンスストア数 公衆浴場数 道路実延長 保有自動車数

大阪府 91.3 四国 33.7
東北 5.38

大阪府 9.09

中国 5.15
関西 94.0 中国 57.3

関東 8.17
北海道 8.63

関東 5.47
関東 94.5 東北 58.3 北陸 5.43
北海道 94.5 九州・沖縄 58.7 関西 9.52

九州・沖縄 5.72
中国 10.95

全国 95.7 中部 61.8 全国 5.67
四国 97.1 北陸 67.8

全国 9.66
中部 9.70

中部 5.91
中部 97.1 全国 71.1 四国 5.81
東北 97.2 関東 80.9 東北 11.25
北陸 97.3 関西 83.5 関西 6.06九州・沖縄 11.29

大阪府 6.83
北陸 11.85 北海道 6.11
四国 11.92九州・沖縄 97.5 大阪府 89.3

中国 97.5 北海道 87.3

調査年： 調査年： 調査年： 調査年：
（対居住世帯あり住宅数） （対行政区域内人口）（住民基本台帳人口＋外国人登録人口） （飲食店を除く）（人口千人当たり） （人口千人当たり）
浴室のある住宅比率 下水道普及率 小売店数 飲食店数

 
 

○ 居住世帯あり住宅数に対する持ち家比率は 59.5％（７位）であり、住宅形態をみると一戸建住宅比率が

49.7％（８位）、共同住宅比率が 44.6％（２位）となっています。また、水洗便所のある住宅比率は

90.9％（２位）、浴室のある住宅比率は 94.0％（最下位）となっています。なお、これらのデータは

2003 年のもので、少々古いデータです。  

○ 下水道普及率は 83.5％（全国 71.1％）であり、北海道に次ぐ２位となっています。  

○ 人口千人当たりの小売店数（飲食店を除く）は 9.52 店（全国 9.66 店）で７位、飲食店数は 6.06 店（同

5.67 店）で２位となっています。人口 10 万人当たりのコンビニエンスストア数は 28.9 所（同 34.2 所）

で８位、公衆浴場数は 8.3 所（同 4.7 所）で２位となっています。  

○ 総面積当たりの道路実延長は関東、中部、関西の順になっています。  

○ 人口千人当たりの保有自動車数は 507.5 台（全国 617.1 台）です。最下位ではありますが、それでも約

２人に１台の自動車が保有されていることになります。なお、大阪府は 424.5 台となっています。 

 

 

Ｉ 健康・医療 

2007 単位： 人 2007 単位： 人 2007 単位： 人 2007 単位： 人
１位 １位 １位 １位
２位 ２位 ２位 ２位
３位 ３位 ３位 ３位
４位 ４位 ４位 ４位
５位 ５位 ５位 ５位
参考 ６位 ６位 参考
６位 参考 ７位 参考
参考 ７位 参考 ６位
７位 ８位 参考 ７位
８位 参考 ８位 ８位
９位 ９位 ９位 ９位

（人口10万人当たり） （人口10万人当たり） （人口10万人当たり） （人口10万人当たり）
一般病院の１日平均外来患者数 生活習慣病による死亡者数 悪性新生物による死亡者数 糖尿病による死亡者数

四国 1552.0 東北 628.5
調査年： 調査年： 調査年： 調査年：

北海道 1492.5 四国 623.7
北海道 296.9

東北 13.3
東北 301.1 北海道 13.3
北陸 301.8

北陸 1295.3 北陸 606.1 四国 13.1
中国 1232.9 中国 587.5 四国 296.3 北陸 13.0

九州・沖縄 1172.1 北海道 565.5
大阪府 1157.4 九州・沖縄 544.2

関西 272.7

中国 12.0
九州・沖縄 281.9 全国 11.1
中国 292.9

関西 1147.4 全国 522.8 大阪府 11.0
全国 1117.4 関西 508.3 大阪府 271.7 九州・沖縄 10.7
東北 1088.8 中部 501.3
関東 1005.2 大阪府 491.6

関東 240.7

関西 10.6
中部 250.9 中部 10.5
全国 266.9

関東 10.3中部 998.7 関東 467.3  
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2007 単位： 人 2007 単位： 人 2007 単位： 人 2007 単位： 施設
参考 １位 １位 １位
１位 ２位 ２位 ２位
２位 ３位 ３位 ３位
３位 ４位 ４位 ４位
４位 ５位 ５位 ５位
５位 参考 ６位 参考
参考 ６位 参考 参考
６位 ７位 ７位 ６位
７位 ８位 ８位 ７位
８位 参考 ９位 ８位
９位 ９位 参考 ９位

2007 単位： 施設 2007 単位： 施設 2007 単位： 施設 2007 単位： 人
参考 参考 参考 １位
１位 １位 １位 参考
２位 ２位 ２位 ２位
３位 ３位 ３位 ３位
４位 ４位 参考 参考
参考 ５位 ４位 ４位
５位 参考 ５位 ５位
６位 ６位 ６位 ６位
７位 ７位 ７位 ７位
８位 ８位 ８位 ８位
９位 ９位 ９位 ９位

2007 単位： 日 2005 単位： 施設 2008 単位： 台 2007 単位： 件
１位 １位 １位 参考
２位 ２位 ２位 １位
３位 ３位 ３位 ２位
４位 ４位 ４位 参考
５位 ５位 ５位 ３位
参考 参考 ６位 ４位
６位 ６位 ７位 ５位
参考 ７位 参考 ６位
７位 ８位 ８位 ７位
８位 参考 ９位 ８位
９位 ９位 参考 ９位

東北 33.4
北陸 32.5関東 25.0 関東 3.0 大阪府 3.2

中部 25.1 大阪府 3.3 関東 3.5

九州・沖縄 39.0
中部 4.7

東北 26.4 中部 3.5 中部 37.5
大阪府 27.3 東北 3.6

関西 3.9
全国 4.6

北海道 39.1
関西 27.9 関西 3.6 中国 39.1
全国 28.5 全国 3.7 九州・沖縄 5.1

全国 41.4
東北 6.3

北陸 30.3 九州・沖縄 4.0 四国 40.5
中国 31.3 中国 5.0

北陸 5.9
中国 6.1

関西 47.8
北海道 34.3 北陸 5.0 関東 44.5
九州・沖縄 34.7 四国 5.3 四国 6.4
四国 35.0 北海道 5.4 大阪府 56.5

（人口千人当たり）
調査年： 調査年： 調査年： 調査年：

北海道 7.0

（入院患者１人当たり） （人口10万人当たり） （人口10万人当たり）
一般病院平均在院日数 救急告示病院・一般診療所数 救急自動車数 年間救急出場件数

北海道 60.7 北海道 2.4
九州・沖縄 8.8

北陸 44.8

北海道 7.6
東北 70.6 東北 2.6

北海道 15.4
東北 33.1

中国 9.2
中部 70.6 北陸 4.3 四国 9.1
北陸 71.5 中部 5.8 四国 71.1

東北 9.2
全国 82.0

関東 74.8 全国 6.4 北陸 9.2
全国 77.9 中国 7.2

九州・沖縄 73.9
中国 81.9

関西 10.9
九州・沖縄 83.1 九州・沖縄 8.6 全国 10.4
四国 85.4 四国 9.2 中部 90.9
中国 90.0 関東 10.2 中部 11.0関東 172.6

関東 12.6
関西 223.6 大阪府 11.2
大阪府 628.7大阪府 94.1 大阪府 38.5

関西 90.5 関西 14.3

調査年： 調査年： 調査年： 調査年：
（人口10万人当たり） （可住地面積100k㎡当たり） （可住地面積100k㎡当たり） （100病床当たり）

一般診療所数 一般病院数 一般診療所数 一般病院常勤医師数

北海道 3.5 関東 124.1
中部 4.5

関東 88.3

関東 4.4
関東 3.9 大阪府 126.9

大阪府 74.0
関西 82.8

関西 5.8
東北 4.4 中部 133.2 東北 5.7
中部 4.6 関西 136.3 北海道 99.7

全国 6.1
九州・沖縄 107.2

全国 4.9 九州・沖縄 137.8 大阪府 5.8
中国 4.9 全国 139.2

全国 100.8
中部 102.1

中国 7.9
四国 5.0 北海道 152.2 北陸 6.8
関西 5.9 北陸 153.9 中国 114.5

九州・沖縄 6.5 中国 163.1 北海道 9.6四国 123.7

四国 11.1
北陸 130.8 九州・沖縄 9.6
東北 142.3大阪府 8.0 四国 185.7

北陸 6.6 東北 167.4

調査年： 調査年： 調査年： 調査年：
（人口10万人当たり） （人口10万人当たり） （人口10万人当たり） （人口10万人当たり）

高血圧性疾患による死亡者数 心疾患［高血圧性を除く］による死亡者数 脳血管疾患による死亡者数 一般病院数

 

 

○ 人口 10 万人当たりの一般病院の１日平均外来患者数は 1,147.4 人（６位）です。入院患者１人当たり

の一般病院平均在院日数は 27.9 日（６位）です。  

○ 人口 10 万人当たりの死因別死亡者数をみると、生活習慣病では 508.3 人（７位）、悪性新生物が 272.7

人（７位）、糖尿病が 10.6 人（７位）、高血圧性疾患が 5.9 人（３位）、心疾患［高血圧性を除く］

が 136.3 人（７位）、脳血管疾患が 82.8 人（最下位）となっています。  

○ 人口 10 万人当たりの一般病院数は６位、一般診療所数は１位です。可住地面積当たりでみると、一般

病院数、一般診療所数共に１位となっています。また、100 病床当たりの一般病院常勤医師数は 10.9 人

（全国 10.4 人）で３位となっています。  

○ 人口 10 万人当たりの救急告示病院・一般診療所数は６位、救急自動車数は８位です。一方、年間救急

出場件数は人口千人当たり 47.8 件（全国 41.4 件）で１位であり、中でも大阪府は 56.5 件（全都道府

県中１位）となっています。 
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Ｊ 福祉・社会保障 

2007 単位： 人 2007 単位： 人 2007 単位： 所 2007 単位： 所
参考 参考 １位 １位
１位 １位 ２位 ２位
２位 ２位 ３位 ３位
３位 ３位 ４位 ４位
４位 ４位 ５位 ５位
参考 参考 参考 ６位
５位 ５位 ６位 ７位
６位 ６位 ７位 参考
７位 ７位 ８位 参考
８位 ８位 参考 ８位
９位 ９位 ９位 ９位

2007 単位： 所 2007 単位： 人 2007 単位： 人 2007 単位： 件
１位 １位 １位 １位
２位 ２位 ２位 ２位
３位 ３位 ３位 ３位
４位 ４位 ４位 ４位
参考 ５位 ５位 参考
５位 ６位 ６位 ５位
６位 ７位 参考 ６位
７位 参考 参考 参考
８位 ８位 ７位 ７位
参考 参考 ８位 ８位
９位 ９位 ９位 ９位

中部 27.6
関東 27.3関東 35.9 関東 125.0 九州・沖縄 27.52

大阪府 36.7 大阪府 145.5 中国 31.39

大阪府 31.5
全国 35.07

関西 38.2 関西 176.7 四国 29.7
中部 38.5 全国 177.9

四国 31.67
大阪府 33.67

北海道 33.4
北陸 41.4 中部 184.5 関西 31.9
北海道 41.6 九州・沖縄 201.8 関西 36.00

北陸 33.9
全国 33.6北海道 36.55

北陸 36.87

全国 42.2 北陸 218.9
東北 46.3 北海道 226.3 中部 36.83

中国 44.4
中国 52.3 中国 233.7 東北 37.6
四国 53.6 東北 235.1 関東 37.30

九州・沖縄 55.4 四国 252.8 九州・沖縄 45.8

（児童委員）相談・支援件数（民生委員（児童委員）１人当たり）

調査年： 調査年： 調査年： 調査年：
東北 39.16

（65歳以上人口10万人当たり） （児童委員）数（人口10万人当たり） （訪問介護１事業所当たり）
老人ホーム数 民生委員 訪問介護利用者数 民生委員

北陸 4.41 北陸 7.9
中部 35.1

九州・沖縄 15.5

関東 29.4
中部 5.07 中部 10.7

北海道 8.0
大阪府 14.6

大阪府 40.0
東北 9.38 中国 15.6 全国 38.7
中国 10.28 東北 16.4 関東 15.5

東北 42.0
北陸 41.4関西 15.7

四国 29.3

関東 10.82 四国 21.7
全国 12.08 全国 22.5 全国 19.6

中国 46.3
四国 13.52 関東 22.6 関西 42.3

九州・沖縄 15.02 九州・沖縄 27.9 東北 31.4
関西 18.91 関西 34.6 九州・沖縄 48.9中国 37.0

北海道 52.2
中部 40.1 四国 51.9
北陸 61.8

調査年： 調査年：

北海道 24.70 北海道 37.6
大阪府 25.70 大阪府 49.3

生活保護被保護実人員 生活保護被保護高齢者数 保護施設数 身体障害者手帳交付数

調査年： 調査年：
（人口千人当たり） （65歳以上人口千人当たり） （生活保護被保護実人員10万人当たり） （人口千人当たり）

 
 

○ 人口当たりの生活保護被保護実人員、65 歳以上人口千人当たりの生活保護被保護高齢者数は共に２位と

なっています。また、生活保護被保護実人員当たりの保護施設数は６位です。  

○ 人口千人当たりの身体障害者手帳交付数は 42.3 人（全国 38.7 人）で５位です。  

○ 65 歳以上人口 10 万人当たりの老人ホーム数は８位です。  

○ 訪問介護１事業所当たりの訪問介護利用者数は 36.00 人（全国 35.07 人）で６位です。  

○ 人口 10 万人当たりの民生委員（児童委員）数は８位であり、委員１人当たりの相談・支援件数は 31.9

件（全国 33.6 件）で６位となっています。 

 

 

Ｋ 安全 

2008 単位： 署 2007 単位： 回 2007 単位： 件 2008 単位： 件
参考 １位 参考 １位
１位 ２位 １位 ２位
２位 ３位 ２位 ３位
３位 ４位 ３位 ４位
４位 参考 参考 ５位
参考 ５位 ４位 参考
５位 ６位 ５位 参考
６位 ７位 ６位 ６位
７位 ８位 ７位 ７位
８位 参考 ８位 ８位
９位 ９位 ９位 ９位北海道 2.3 北海道 58.1

東北 480.1
北陸 433.0

北海道 381.0
東北 2.9 大阪府 67.9

北海道 266.0
東北 326.7

関東 536.1
北陸 3.8 北陸 73.6 北陸 525.6

九州・沖縄 4.2 関東 74.5 中国 520.7

大阪府 610.6
全国 697.5

四国 4.5 関西 82.2 全国 600.0
全国 4.7 九州・沖縄 82.4

四国 593.7
九州・沖縄 675.3

中国 631.5
中国 4.7 全国 83.5 関西 621.7
中部 5.8 東北 87.7 中部 703.1
関東 7.7 中部 95.0 中部 723.7関東 1004.4

四国 765.8
関西 1303.0 九州・沖縄 724.6
大阪府 3130.9

調査年： 調査年：

関西 9.3 四国 98.5
大阪府 21.7 中国 123.5

調査年： 調査年：
（可住地面積100k㎡当たり） （人口10万人当たり） （道路実延長千km当たり） （人口10万人当たり）

消防署数 火災のための消防機関出動回数 交通事故発生件数 交通事故発生件数
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2008 単位： 人 2008 単位： 所 2008 単位： 人 2008 単位： 件
１位 参考 参考 参考
２位 １位 １位 １位
３位 ２位 ２位 ２位
４位 ３位 参考 ３位
５位 ４位 ３位 参考
参考 ５位 ４位 ４位
参考 参考 ５位 ５位
６位 ６位 ６位 ６位
７位 ７位 ７位 ７位
８位 ８位 ８位 ８位
９位 ９位 ９位 ９位

2008 単位： 件 2008 単位： ％ 2008 単位： ％ 2007 単位： 件
参考 １位 １位 １位
１位 ２位 ２位 ２位
２位 ３位 ３位 ３位
３位 ４位 ４位 参考
参考 ５位 ５位 参考
４位 ６位 ６位 ４位
５位 ７位 ７位 ５位
６位 参考 参考 ６位
７位 ８位 ８位 ７位
８位 ９位 ９位 ８位
９位 参考 参考 ９位

東北 34.6
北海道 23.9東北 6.33 大阪府 19.3 大阪府 12.4

北陸 6.67 関西 24.3 関西 19.1

中国 43.2
関東 28.0

中国 7.81 中部 28.1 北陸 40.6
北海道 8.40 全国 31.5

中部 26.5
全国 27.7

九州・沖縄 47.5
四国 9.28 関東 32.3 関西 47.5

九州・沖縄 9.36 北陸 35.3 北海道 31.7

全国 50.5
四国 35.7

全国 10.75 北海道 36.2 大阪府 48.1
中部 11.26 東北 36.4

北陸 32.2
東北 32.9

四国 54.4
関東 11.54 四国 37.4 関東 54.0
関西 14.75 中国 40.0 九州・沖縄 36.5
大阪府 18.30 九州・沖縄 40.0 中部 70.0

（人口10万人当たり）
調査年： 調査年： 調査年： 調査年：

中国 37.2

（人口千人当たり） （認知件数１件当たり） （認知件数１件当たり）
窃盗犯認知件数 刑法犯検挙率 窃盗犯検挙率 公害苦情件数

北海道 470.2 北海道 3.8
北陸 9.13

北陸 1.74

東北 8.73
東北 605.6 東北 6.2

東北 1.59
中部 1.68

中国 10.96
北陸 645.5 北陸 10.1 北海道 10.79
関東 648.3 九州・沖縄 11.0 四国 1.81

九州・沖縄 12.11
九州・沖縄 1.90

大阪府 732.3 全国 11.9 四国 11.99
全国 744.5 中部 13.6

北海道 1.88
中国 1.88

中部 14.92
関西 759.1 四国 14.2 全国 14.24
中国 792.0 中国 15.1 全国 1.98
中部 924.5 関東 20.4 関東 15.43関西 2.19

大阪府 22.92
関東 2.20 関西 19.11
大阪府 2.39四国 937.3 大阪府 54.5

九州・沖縄 928.7 関西 27.9

調査年： 調査年： 調査年： 調査年：
（人口10万人当たり） （可住地面積100k㎡当たり） （人口千人当たり） （人口千人当たり）
交通事故死傷者数 警察署・交番その他の派出所・駐在所数 警察官数 刑法犯認知件数

 
 

○ 可住地面積当たりの消防署数は１位です。人口 10 万人当たりの火災のための消防機関出動回数は６位

となっています。  

○ 交通事故発生件数をみると、道路実延長千 km 当たりでは 1,303.0 件（全国 697.5 件、大阪府 3,130.9

件）で１位、人口 10 万人当たりでは 621.7 件（全国 600.0 件、大阪府 610.6 件）で５位となっていま

す。交通事故死傷者数（人口 10 万人当たり）は 759.1 人（全国 744.5 人、大阪府 732.3 人）で５位で

す。  

○ 可住地面積 100 ㎢当たりの警察署・交番その他の派出所・駐在所数は１位、人口千人当たりの警察官数

は２位となっています。  

○ 人口千人当たりの刑法犯認知件数、窃盗犯認知件数は共に１位であり、検挙率は共に最下位となってい

ます。  

○ 人口 10 万人当たりの公害苦情件数は５位となっています。 


